
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
組
織 

営
農
法
人 

建
設
会
社 

福
祉
団
体 

防
災
組
織 

交
通
事
業
者 

直
接
支
払
い
協
定 

エ
ネ
ル
ギ
ー
組
合 

人材、資金、土地、施設を横断し、「範囲の経済」を発揮 

柔軟な連結決算の仕組み 

「八岐大蛇（ヤマタノオロチ）」を地域に育てる！！ 

「自然の利子」（食糧・ｴﾈﾙｷﾞｰ･資源）で支える条件優位性 

縦割りの補助金、行政制度 ～各専門分野での「規模の経済」を追及 

５．合わせ技の組織・拠点を創る 



国土のグランドデザインと総合戦略にも、集落地域を支える
新たな複合機能拠点として「小さな拠点」構想が登場 

※実践編 「小さな拠点」づくりガイドブックより 

地元に定住と循環の「砦」を創る 



集落単独では 
定住を支える 

基本機能や活動
が困難 

合併市町村 

旧市町村 

昭和の旧村 

大字 （藩政村）＊地方によっ
ては集落と重なる場合も 

集落 

（小字など） 組 

＜平成の大合併＞ 

＜昭和の大合併＞ 

＜明治の大合併＞ 

（公民館区 
現・旧小学校区） 

（中学校区など） 

定住自立圏 

●コミュニティ・ 
行政単位の比較 

一
次
生
活
圏 

二
次
生
活
圏 

＊最も基礎的・ 
伝統的な 
地域運営単位 

70~80人（中四国） 
200~400人 
（東北・北海道） 

300～3,000人 

1,000～数万人 

数万人～ 
20万人程度 

平均的な 
人口規模 

総合病院 
大型店 
高校等の 
機能共有 

人口定住の 
基本的単位 

①コミュニティの地元単位 
②医療・福祉・教育 
・商業・交通等の一次機能 

各集落との 
ネットワーク機能 

都市拠点との 
ネットワーク機能 

結
節
機
能 

新たな地域運営組織の形成エリア 

「小さな拠点」 

一次生活圏 

「小さな拠点」エリア 

「定住自治区」 のような自治と 
行政両面から 
位置づけへ 



従来型 
地域運営 
の問題点 

行政 産業（事業） 

住民（コミュニティ） 

集
落 

集
落 

集
落 

集
落 

集
落 

集
落 

集
落 

集
落 

連合自治会 

グループ 
活動 

グループ 
活動 

地区 
社協 地区 

振興 
センター 

支所 

地域振興
関係課 

福祉 
関係課 

農林 
関係課 

商工 
関係課 

営農法人
① 

小学校
等 

営農法人
② 

直払い① 

農地・水 

福祉法人 

地元商店 
建設業 

直払い② 

産直市、 
加工所 

観光 

交通 

×分野ごとの縦割り対応・支援 ×事業体ごとの個別展開 

×横並び
の取り組
み、年間行
事等の消
化 

×地域全体のつなぎ役、実行部隊が不在 

→地域の力 
が結集でき 
ない！！ 

市民学習 
関係課 

4 

公民館 



事務局スタッフ
兼務

行政
産業（事業）

住民（コミュニティ） （地
域
自
治
組
織
）

●
●
地
区
振
興
協
議
会

運営委員会

会長等

事務局

自
治
会
・
集
落

自
治
会
・
集
落

自
治
会
・
集
落

自
治
会
・
集
落

＜地域連携＞＜分野連携＞

産
業
部
会

定
住
部
会

子
育
て
部
会

福
祉
部
会

防
災
部
会

拡大
運営委員会
（円卓会議）

地区振興
センター

公民
館

地区
社協

関係
各課

地域振興
市民学習
農林、商工、福祉

＊
単
位
再
編
も

商工
関係 福祉

関係

小学
校等営農

組織
産直
加工

エネル
ギー

横つなぎ
型法人

地元の合意形成、取り組み支援のプロへ
●●地区支援チーム（分野横断型）
市役所職員現場配置＋地区担当制
公平性・公正さへの配慮（地区内外）

横つなぎ型法人の設立（分野横断型）
複数事業の合せ技や会計業務の集約など

新しい
地域運営
の三角形

地域ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 人・財源・施設の地元移行

支援チーム 
体制の構築 

新しい 
地域運営 
の三角形 



安芸高田市の場合（企業や公共機関へのお金は除く、報酬含む） 

産業 
振興部 

市民部 
 

企画 
振興部 

福祉 
保健部 

建設部 
 

総務部 
 

（万円） 
＊32地区 
平均値 

合計 
1,180万円 

行
政
嘱
託
員
報
酬 

自
主
防
災
組
織
育
成
補
助
金 

活
動
拠
点
施
設
の
指
定
管
理
委
託 

地
域
振
興
組
織
活
動
交
付
金 

特
色
あ
る
地
域
づ
く
り
事
業
助
成
金 

リ
サ
イ
ク
ル
推
進
補
助
金 

敬
老
事
業 

安
芸
高
田
市
老
人
ク
ラ
ブ
連
合
補
助
金 

生
活
支
援
員
制
度
交
付
金 

地
域
介
護
予
防
住
民
グ
ル
ー
プ
支
援
事
業
補
助
金 

多
面
的
機
能
支
払
交
付
金 

中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
交
付
金 

農
業
推
進
班
長
報
酬 

指
定
管
理
委
託 

市
道
の
管
理
委
託 

指
定
管
理
委
託 

96 

1 

40 

59 

10 
12 

18 

28 

8 

29 

704 
15 

90 

森
林
・山
村
多
面
的
機
能
発
揮
対
策
交
付
金 

7 

12 
4 

会
議 

¥ 

会
議 

¥ 

会
議 

¥ 

会
議 

¥ 

会
議 

¥ 

会
議 

¥ 

会
議 

¥ 

会
議 

¥ 

会
議 

¥ 

会
議 

¥ 

協議 

会計 

地区 
業務 

地区担当者 

地区住民 

申請・報告 47 

会
議 

¥ 

※1万円未満の補助金は含んでいません。 



同規模自治体事例（人口５万人クラス） 

縦割り事
例（M市） 

健康 
環境部 

産業 
経済部 

建設部・ 
水道部 

教育 
委員会 

経営 
企画部 

総務部 
 

地
区
振
興
セ
ン
タ
ー
運
営
費 

自
治
会
経
費 

健
康
●
●
●
●
21
地
区
活
動
費 

食
生
活
改
善
事
業
業
務
委
託 

公
民
館
活
動
補
助
金 

教
育
協
働
化
推
進
事
業 

河
川
浄
化
委
託 

市
道
除
草
委
託 

中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
い 

農
地
・水
保
全
管
理
支
払
い 

会
議 

¥ 

会
議 

¥ 

会
議 

¥ 

会
議 

¥ 

会
議 

¥ 

会
議 

¥ 

会
議 

¥ 

会
議 

¥ 

会
議 

¥ 

会
議 

¥ 

協議 

会計 

地区 
業務 

地区担当者 

地区住民 

880 

328 

8 
1 

45 
8 

351 70 

127 53 

地区への 
補助金 
事例 
（万円） 
 
＊20地区 
平均値 

合計 
1,880万円 

申請・報告 

20地区

まとめ
るのが
大変！ 

会議、会計、
報告に追わ
れてばかり 

役のなり手
がおらん！ 



邑南町出羽地区の取り組み 
●コミュニティ×●農業＝地域発展 

人口913人、高齢化率37.8% 
集落数 12 （2010年） 
出羽公民館区 

●地域自治組織の立ち上げ 
（12集落→「出羽自治会」） 

●「出羽夢づくりプラン」の作成 

＊総務部、生活部、交流部、産業部の設置 

●直接支払い１１協定の大合併 

将来像の共有 

●人材バン
ク（お助け
隊）設立 

●地域マ
ネージャー
雇用 

会計事務 

●耕作放棄地２ha再生 8 

1,764万円 



出羽自治会 
＝出羽公民館エリア 

合同会社 出羽 

大
林 

百
石 

後
木
屋 

岩
屋 

後
谷 

淀
原
二 

淀
原
一 

山
田 

三
本
松 

出
羽 

三
日
市
二 

三
日
市
一 

連携 

事務局 

総
務
部 

生
活
部 

交
流
部 

産
業
部 

自治会の機能だけでは難しい、収益
事業、空き家対策、産業等について、
機動的に対応できる実働部隊として
2013年に設立。資本金539万円 出
資社員17名（設立時６万円、６名） ＜集落＞ 

農業部門 
農地集積32ha 
放棄地活用 
新規就農支援 

定住部門 
空き家活用 
（修繕、賃貸） 
起業支援 

パン屋も出来た！ 定住の窓口機能も併設

起業支援 
でパン屋も 
オープン 



定住 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 

農業 
収入 

1.0 
人分 

0.2 0.2 

0.2 

0.2 

0.2 

0.2 

0.2 

0.2 

0.2 

0.2 

0.2 

0.2 

0.2 

0.2 

0.2 

助
成 

助
成 

助
成 

不
足 

不
足 

不
足 

不
足 

不
足 

不
足 

不
足 

A集落
営農 B集落

営農 

C集落
営農 

D集落
営農 

E集落
営林 

F集落
土木 

I集落 
エネルギー 

0.4人役 

0.3人役 

0.2人役 

0.2人役 

G集落
除草 

H集落
除雪 

0.4人役 
・冬期 

0.2人役 
・冬期 

0.4人役 

0.2 
人役 

I集落 
交通 

0.4 
人役 

0.4人役 

集落・分野・時期を横断する複合型の事業体（ヤマタノオロチ型） 

小さな
拠点 

0.6人役 

集約して指定管
理＆複数年契
約＝●●地区 
総合土木管理 

一括発注 

小さな就業機会を連携・集約 

福祉、教育 
GS 

収入機会を 
配分、所得を補完 

配偶者 
の雇用実現 



過疎地域で雇用増を目指す新法が施行へ（今年6月） 
「特定地域づくり事業推進法」 

「
特
定
地
域
づ
く
り 

事
業
協
同
組
合
」 

地元の若者 
移住者等 

雇用 給与 

国
・
市
町
村 

運
営
費
の
半
額
助
成 

地
域
の
事
業
者 

（
農
林
業
業
、
建
設

業
、
観
光
、
酒
造
業
、

地
域
経
営
会
社
） 

人材
派遣 

料金 



  

①地域の人口診断 
（現状・予測・必要な定住
増加など）  

②地域の構造診断 
（組織、活動、予算等を
地元関係図に集約）  

③地域自治の話合い 
（人口の安定化や地域の仕
組み進化などを協議）  

④他地域への視察 
（定住や地域自治の先進
地で進化イメージ共有）  

⑤地域自治組織設立 
（集落間・分野間を連携、地
域全体の取組体制を構築）  

⑥スタッフ常駐実現 
（少なくとも１人以上、マネー
ジャー的人材の常駐へ）  

⑦地域の経済診断 
（地域内のお金の流れや
資源、資産を棚卸し）  

⑧地域事業の話合い 
（暮らしと定住を支える経済
活動や拠点整備を協議）  

⑨地域経営会社設立 
（分野を横断して、住民の小
さな力をつなぎ、連結決算）  

⑩「小さな拠点」づくり 
（みんなが集う暮らしと定住
の結節拠点＝ハブづくり）  

地域 
住民側 

行政 
側 

地
域
の
課
題
・危
機
感
・将
来
の
見
通
し
を
共
有
す
る 

地
域
の
組
織
・活
動
等
の
つ
な
が
り
具
合
を
見
え
る
化 

定
住
を
支
え
る
具
体
的
な
目
標
と
組
織
の
進
化
を
相
談 

定
住
や
地
域
自
治
組
織
を
実
現
し
て
い
る
先
進
地
域
へ 

地
域
ぐ
る
み
で
合
意
形
成
＆
活
動
展
開
へ 

地
域
全
体
の
「つ
な
ぎ
役
」配
置 

持続可能な地域社会づくり 10のステップ イメージ 
持続可能な地域に向けて 
暮らしのニーズや独自の 
資源に着目し、多様な 
人材を活用する 
事業組織と 
拠点づくり 
を展開 地域内 

での循環と 
助け合いに基づく 

コミュニティビジネス 
設立を支援し循環型社会 

における地元でのエネルギー 
循環や新たな交通システム等 
も含め、自治体全体との連携 

も含めたシステム構築を進める 

担当職員＋
専門家によ
るサポート 

支援チーム
や補助メ
ニューの整

備 

予算の縦割り
解消（一括交
付金）や指定
管理等の拡充 

自治体内の
地区同士の
研修会 集落支援員 

等の人材配置 
専門家指導 

地区や自治体 
での成果共有 
報告会 

自治体全体の 
循環型社会・SDG
ｓ計画（持続可能
な開発目標） 

自治体全体の 
地方創生総合戦
略・人口ビジョン 

モデル地区の設定や自
治体全体での研修会 

専門家指導 

自治体全体
のコミュニ
ティ行政計画 

職員研修Ⅱ 

職員研修Ⅰ 

職員研修Ⅲ 

１年目～２年目 ３年目～５年目 ６年目～10年目 市町村進行目安 

モ
デ
ル
地
区
で
の 

先
行
的
取
組
み 



＜出典：「公的介護保険制度の現状と今後の役割」平成27年度 厚生労働省老健局＞ 

６．地元ぐるみで介護を支える 

10.4兆円 

2016年度 
予算ベース 

介護費用の増大 医
療
費
も
現
在
４
０
兆
円
！ 



＊
平
成
27
年
2
月
12
日 

「小
さ
な
拠
点
」全
国
フ
ォ
ー
ラ
ム
発
表
資
料
よ
り 

人口340人の波多地区に新たな商業拠点がオープン 



＊
平
成
27
年
2
月
12
日 

「小
さ
な
拠
点
」全
国
フ
ォ
ー
ラ
ム
発
表
資
料
よ
り 



＊
平
成
27
年
2
月
12
日 

「小
さ
な
拠
点
」全
国
フ
ォ
ー
ラ
ム
発
表
資
料
よ
り 



地域 人口 高齢化率
要支援・

介護者数
同人口比

介護費用

総額

(万円）

住民１人

当たり

（万円）

山口市 193,287 28.2% 14,207 7.4% 1,527,660 7.9

串 344 63.1% 52 15.1% 6,740 19.6

島地 1,292 49.9% 151 11.7% 19,582 15.2

出雲 2,720 40.5% 255 9.4% 34,135 12.5

八坂 1,453 53.0% 210 14.5% 30,762 21.2

柚野 316 58.5% 52 16.5% 6,789 21.5

篠生 853 53.7% 110 12.9% 16,668 19.5

生雲 1,056 58.0% 157 14.9% 24,530 23.2

地福 1,211 49.7% 132 10.9% 21,029 17.4

徳佐 2,362 50.4% 240 10.2% 35,403 15.0

嘉年 415 65.3% 57 13.7% 10,409 25.1

山間総合 12,022 51.1% 1,416 11.8% 206,047 17.1

人口1,000人で、年間２億円前後の介護費用 

1人当たり10～20万円、最大の「産業」！ 



¥-120,000

¥-100,000

¥-80,000

¥-60,000

¥-40,000

¥-20,000

¥0

¥20,000

¥40,000

串 島地 出雲 八坂 柚野 篠生 生雲 地福 徳佐 嘉年

図⑲-2 地区別 介護費用・認定者率が全国平均になった場合の介護費用の差額（人口1

人当たり）

男

女

山口市中山間地域における１人当たり介護費用
の全国平均との差額 

一番お達者な串地区の女性は、 
１人平均96,000円浮かしている！ 

地域内のつながり、活動 
野菜の共同出荷 
→小さな出番、役割 



●三次市・地区別の「お達者度」～全国平均の年齢階層ごとの認定
者率・介護度の違い～を反映した場合の介護費用の１人当たり差額 

¥-150,000

¥-100,000

¥-50,000

¥0

¥50,000

¥100,000

三
次

河
内

和
田

川
西

田
幸

神
杉

酒
屋

青
河

川
地

粟
屋

十
日
市

八
次

君
田

布
野

作
木

吉
舎

三
良
坂

三
和

甲
奴

図⑲-2 地区別 介護費用・認定者率・介護度が全国平均になった場合の介護

費用の差額（被保険者1人当たり）

男

女

地区ごとの男女別の総合的な「お達者度」を反映 

① 
② 

③ 

① ② ③ 

① 

② ③ 



0 

三次市 
田幸地区 

田幸地区町内会連合会   
□常任理事会 

・総務部会             

・文化・生涯・学習部会 
・社会福祉部会  
・環境衛生部会 
・青少年育成子    
 育て支援部会 
・生活安全対策  
 部会 
・体育・スポーツ振興部会 
 
※別紙組織図を参照 

民生児童
委員会 

田幸地区
自主防災

会 

田幸 
小学校 

塩町 
中学校 

田幸 
保育所 

青陵高校 

飲食
店・カ
フェ 

商店 

その他 
商工企業 

より広域を活動範囲とする団体 

より小さなコミュニティ（区）と 
同等の範囲を活動範囲とする団体 

より小さなコミュニティ（常会）と 
同等の範囲を活動範囲とする団体 

集落 
（29常会会） 

 
田幸 

共同調理場 

福祉 農林（漁） 防災 子育て・教育 その他 

各種サーク
ル、教室 

3 

5 

2 

コミュニティ 

野菜生産農家 

田幸 
ふるさとランチ 

食育事業 

消防団 

￥ 

JA 
女性部 

中山間集落協
定団体 

多面的機能集落
協定団体 

 
田幸コミュニティ

センター 
（拠点施設） 

 
田幸 

健康増進施設 
（拠点施設） 

三次 
市役所 

老人 
クラブ 

￥ 

￥ 

￥ 

フード 
センター 

（スーパー） 

セブン 
イレブン 

（コンビニ） 

塩町 
商店街 

地域づくりを行う基本コミュニティ 

￥ 

○給食支援C 

○健康増進施設の管理 

○放後子ども教室 

○田幸地区社協（＝社会福祉部会） 

東部地区 
自治連合会 

3 

区 
（29常会が７区に分

かれる） 

各区より常任理事
として１名、部員
として１名の合計
２名が選出される 

10 

7 

田幸 
ふるさとランチ 

食育事業 
（野菜の提供） 

田幸 
ふるさとランチ 

食育事業 
（月１回生産者会議、
連合会が事務局） 

昔の遊びを 
小学生に教える 

田幸スポーツ少年団 
（野球、バレー） 

￥ 

田幸ボラン
ティアグ
ループ 

￥ 

￥ 

農事組
合法人 

消防団員は自
主防災会に属
している 

サロングループ 
（リーダー人材がいる常会の

みサロン実施） 

同じメンバー
が自主防災会 

4 

市社協 

￥ 

￥ 

ほぼイコール 



今までの「縦割り」評価 

農業部門のみ＝野菜の売上げ 
月３万円×12か月＝36万円 
＜手取り所得 18万円＞ 

これからの「合わせ技」評価 

元気に日々農業するので、 
介護費用 148万円 
（80代前半女性認定者平均、全国） 
医療費 89万円 
（80代前半男女平均、全国） 
を浮かせている！！ 

合計数百万円の費用削減 
2014/11/1 

 山陰中央新報ほか 

●女性高齢者（70～80代）の営農価値を計算し直す 



交
通 

買
い
物 

農
業 

介
護 

医
療 

∑ 

黒
字 

赤
字 

-50 

+10 +15 
+50 +50 

+75 

①横断的な収支構造についての情報共有 

③横断的に事業を運営する組織が必要 

連
結
決
算 

②浮いたコストを収益とで
きる制度（インセンティブ）
が必要 

地
域
全
体
を
つ
な
ぎ
、
「得
」を
大
き
く
す
る 


